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平成 16 年 3 月期   個別財務諸表の概要            平成 16 年 5 月 20 日 

上 場 会 社 名        日本無線株式会社                          上場取引所 東 
コ ー ド 番 号        6751                                               本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.jrc.co.jp） 
代  表  者 役職名 取締役社長        氏名  牟田 忠弘 
問合せ先責任者 役職名 取締役（総務、経理担当） 氏名 岡島 昂一     ＴＥＬ(03)3345-5027 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 20 日             中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日             単元株制度採用の有無  有(１単元  1,000 株) 
 
１． 16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                                （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

117,282 
121,981 

 

△3.9 
△16.1 

1,368 
△1,928 

― 
― 

509 
△3,618 

― 
― 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

492 
△7,560 

― 
― 

3.57 
△54.81 

― 
― 

1.3 
△18.6 

0.4 
△2.6 

0.4 
△3.0 

(注) ①期中平均株式数 16 年 3 月期  137,901,414 株      15 年 3 月期  137,939,597 株  
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

0.00 
0.00 

― 
― 

― 
― 

― 
― 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

116,743 
125,393 

38,898 
36,514 

33.3 
29.1 

282.08 
264.77 

(注) ①期末発行済株式数   16 年 3 月期  137,896,201 株      15 年 3 月期  137,906,851 株 
     ②期末自己株式数     16 年 3 月期       80,489 株      15 年 3 月期       69,839 株 
 
２．17 年 3 月期の業績予想（平成16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

41,000 
123,000 

△3,000 
2,000 

△3,000 
2,000 

0.00 
― 

― 
0.00 

― 
0.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)      14 円  50 銭 

 

※ 上記の業績予想の数値は、現時点における事業環境に基づく把握可能な情報から判断したものであ

り、今後の事業環境の変化により、実際の業績とは大きく異なる場合があります。 



（単位：百万円）
当事業年度末 前事業年度末 当事業年度末 前事業年度末
（平成16年３月31日） （平成15年３月31日） （平成16年３月31日） （平成15年３月31日）

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債
１ 現金及び預金 11,959 16,586 １ 支払手形 1,987 2,517 
２ 受取手形 3,603 3,145 ２ 買掛金 24,542 25,355 
３ 売掛金 41,655 47,247 ３ 短期借入金 2,850 4,550 
４ 有価証券 3 3 ４ 一年内返済予定長期借入金 1,070 1,070 
５ 製品 4,083 4,832 ５ 一年内償還予定社債 8,000 5,000 
６ 半製品 4,275 4,332 ６ コマーシャル・ペーパー － 4,000 
７ 原材料 5,162 5,508 ７ 未払金 340 390 
８ 仕掛品 15,628 14,626 ８ 未払費用 4,765 5,026 
９ 貯蔵品 59 53 ９ 未払法人税等 67 66 
10 前渡金 851 739 10 前受金 1,473 1,441 
11 前払費用 85 33 11 預り金 772 841 
12 短期貸付金 58 66 12 設備関係支払手形 146 11 
13 未収入金 603 820 13 その他 879 887 
14 その他 123 123 流動負債合計 46,896 51,158 
15 貸倒引当金 △ 221 △ 220 Ⅱ 固定負債
流動資産合計 87,933 97,899 １ 社債 8,500 15,000 

Ⅱ 固定資産 ２ 長期借入金 9,740 9,810 
１ 有形固定資産 ３ 繰延税金負債 919 － 
(1) 建物 6,860 7,291 ４ 退職給付引当金 11,584 12,696 
(2) 構築物 180 189 ５ 役員退職引当金 205 214 
(3) 機械及び装置 1,927 2,259 固定負債合計 30,948 37,720 
(4) 車両及び運搬具 4 6 負債合計 77,845 88,879 
(5) 工具、器具及び備品 2,140 2,423 
(6) 土地 1,878 1,878 
(7) 建設仮勘定 281 60 
有形固定資産合計 13,272 14,107 

２ 無形固定資産
(1) ソフトウエア 642 624 
(2) 施設利用権 27 27 
無形固定資産合計 670 652 

３ 投資その他の資産 （資本の部）
(1) 投資有価証券 7,461 5,042 Ⅰ 資本金 14,704 14,704 
(2) 関係会社株式 5,445 5,567 Ⅱ 資本剰余金
(3) 出資金 73 82 資本準備金 17,086 17,086 
(4) 関係会社出資金 8 8 資本剰余金合計 17,086 17,086 
(5) 長期貸付金 7 7 Ⅲ 利益剰余金
(6) 従業員長期貸付金 36 33 １ 利益準備金 2,278 2,278 
(7) 更生債権等 608 590 ２ 任意積立金 25,772 25,800 
(8) 長期前払費用 1,324 1,481 ３ 当期未処理損失 22,259 22,780 
(9) その他 581 681 利益剰余金合計 5,791 5,298 
(10)貸倒引当金 △ 680 △ 760 Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,339 △ 556 
投資その他の資産合計 14,867 12,734 Ⅴ 自己株式 △ 24 △ 19 

固定資産合計 28,810 27,493 資本合計 38,898 36,514 
資産合計 116,743 125,393 負債・資本合計 116,743 125,393 

貸 借 対 照 表

区分 区分
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（単位：百万円）

百分比(%) 百分比(%)

Ⅰ 売上高 117,282 100.0 121,981 100.0 

Ⅱ 売上原価 97,510 83.1 104,593 85.7 

売上総利益 19,772 16.9 17,388 14.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 18,403 15.7 19,316 15.9 

営業利益又は営業損失(△) 1,368 1.2 △ 1,928 △ 1.6 

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 19 19 

２ 受取配当金 545 580 

３ その他 44 609 0.5 124 724 0.6 

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 286 267 

２ 社債利息 364 432 

３ たな卸資産減耗評価損 277 1,131 

４ 固定資産売除却損 116 152 

５ 外貨換算差損 338 169 

６ その他 84 1,468 1.3 261 2,414 2.0 

経常利益又は経常損失(△) 509 0.4 △ 3,618 △ 3.0 

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 － 25 

２ 投資有価証券売却益 996 5 

３ 関係会社株式売却益 906 1,917 

４ 退職給付引当金戻入益 － 3,779 

５ その他 6 1,910 1.6 47 5,775 4.7 

Ⅶ 特別損失

１ 投資有価証券評価損 26 659 

２ 関係会社株式評価損 31 52 

３ たな卸資産整理損 － 274 

４ 事業整理損 － 248 

５ 退職特別加算金 1,652 13 

６ その他 163 1,874 1.6 172 1,421 1.1 

税引前当期純利益 545 0.4 735 0.6 

法人税、住民税及び事業税 53 61 

法人税等調整額 － 53 0.0 8,235 8,296 6.8 

当期純利益又は当期純損失(△) 492 0.4 △ 7,560 △ 6.2 

前期繰越損失 22,752 15,219 

当期未処理損失 22,259 22,780 

損 益 計 算 書

金額 金額

    至　平成15年３月31日）
区分

当事業年度 前事業年度
（自　平成15年４月１日 （自　平成14年４月１日

    至　平成16年３月31日）
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(単位：百万円)

当期未処理損失 22,259             －22,780 
これを次のとおり処理いたします。

任意積立金取崩高

特別償却準備金取崩額 5 5 
固定資産圧縮積立金取崩額 22 32 
別途積立金取崩額 22,500 22,527        － 37 
合計 268             －22,742 

これを次のとおり処分いたします。

任意積立金

特別償却準備金        － 0 
固定資産圧縮積立金        －        － 9 9 

次期繰越利益又は次期繰越損失(△) 268             －△22,752 

前事業年度

損　失　処　理　案

当事業年度区分
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重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定） 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）製品及び半製品 

個別法に基づく原価法（うち量産品は先入先出法に基づく原価法、半製品は総平均法に基づく原
価法） 

（２）原材料及び貯蔵品 

総平均法に基づく原価法（うち無線通信装置の一部は先入先出法に基づく原価法） 
（３）仕掛品 

個別法に基づく原価法 

 
４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法 
ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物 10～50 年 

機械及び装置 ７～10 年 

工具、器具及び備品 ２～15 年 

（２）無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用期間（５年）に基づく定額法に
よっております。 

 

５．繰延資産の処理方法 
支出時の費用として処理しております。 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 
７．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
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（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により翌期から費用処理しております。 

（３）役員退職引当金 
役員の退職金の支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

８．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
９ ．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    ヘッジ対象 
為替予約     外貨建予定取引 

通貨オプション  外貨建金銭債権 

金利スワップ   借入金 

（３）ヘッジ方針 

社内規定に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約については、振当処理の要件に該当し、金利スワップについては、特例処理の要件に該

当するため、有効性の評価を省略しております。外貨建予定取引については、過去の取引実績及び

予算等を総合的に勘案し、取引の実効可能性が極めて高いことを事前テストで確認しております。 

 
10 ．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注記事項 
 

（貸借対照表関係） 

 ＜当事業年度末＞ ＜前事業年度末＞ 

１．有形固定資産の減価償却累計額 52,060 百万円 51,438 百万円 

２．保証債務 268 百万円 2,707 百万円 

３．会社が発行する株式 普通株式 216,000,000 株 普通株式 216,000,000 株 

    発行済株式総数 普通株式 137,976,690 株 普通株式 137,976,690 株 

４．自己株式の保有数 普通株式      80,489 株 普通株式      69,839 株 

５．商法施行規則第 124 条第３号に規

定する資産に時価を付したこと

により増加した純資産額 

1,339 百万円 ―百万円 

 

（損益計算書関係） 

 ＜当事業年度＞ ＜前事業年度＞ 

１．有形固定資産の減価償却実施額 1,718 百万円 2,771 百万円 

２．販売費及び一般管理費の主な費目及び金額  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額           136 百万円 144 百万円 

役員従業員給与手当           6,644 百万円 6,474 百万円 

退職給付引当金繰入額           1,212 百万円 1,157 百万円 

役員退職引当金繰入額           58 百万円 62 百万円 

賃 借 料 1,063 百万円 972 百万円 

研 究 開 発 費           3,681 百万円 3,813 百万円 

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  

 8,089 百万円 9,204 百万円 

４．固定資産売却益の内容  

建 物 及 び 土 地           -百万円 25 百万円 

５．事業整理損の内容  

有形固定資産売除却損           -百万円 212 百万円 

そ の 他           -百万円 36 百万円 
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（有価証券関係） 
＜当事業年度末＞ 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 
子会社株式       3,346 百万円 38,354 百万円 35,007 百万円 
関連会社株式 765 百万円 1,603 百万円 838 百万円 
合    計 4,112 百万円 39,958 百万円 35,845 百万円 

 
＜前事業年度末＞ 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 

 貸借対照表計上額 時    価 差    額 
子会社株式       3,346 百万円 25,199 百万円 21,852 百万円 
関連会社株式 765 百万円 786 百万円 21 百万円 

合    計 4,112 百万円 25,985 百万円 21,873 百万円 
 

（税効果会計関係） 
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 ＜当事業年度末＞  ＜前事業年度末＞ 
（１）流 動 資 産            

繰 延 税 金 資 産              
未 払 賞 与           739 百万円  399 百万円 
た な 卸 資 産           166 百万円  156 百万円 
賞 与 社 会 保 険 料           79 百万円  96 百万円 
事 業 整 理 損           ― 百万円  87 百万円 
そ の 他           12 百万円  11 百万円 
小 計           997 百万円  750 百万円 
評 価 性 引 当 額           △997 百万円  △750 百万円 
繰 延 税 金 資 産 合 計           ― 百万円  ― 百万円 

（２）固 定 資 産        （負 債）    
繰 延 税 金 資 産              
退 職 給 付 引 当 金           4,008 百万円  4,232 百万円 
繰 越 欠 損 金           6,135 百万円  6,550 百万円 
ソ フ ト ウ ェ ア           1,881 百万円  842 百万円 
投 資 有 価 証 券           955 百万円  1,013 百万円 
関係会社株式及び 

関係会社出資金 
45 百万円  364 百万円 

評 価 差 額 金           ― 百万円  225 百万円 
貸 倒 引 当 金           108 百万円  76 百万円 
有 形 固 定 資 産           159 百万円  257 百万円 
た な 卸 資 産           231 百万円  348 百万円 
そ の 他           237 百万円  279 百万円 
小 計           13,761 百万円  14,189 百万円 
評 価 性 引 当 額           △13,477 百万円  △13,889 百万円 
繰 延 税 金 資 産 合 計           284 百万円  300 百万円 

繰 延 税 金 負 債              
固定資産圧縮積立金           △271 百万円  △283 百万円 
特 別 償 却 準 備 金           △13 百万円  △16百万円 
評 価 差 額 金           △919 百万円  ― 百万円 
繰 延 税 金 負 債 合 計           △1,203 百万円  △300 百万円 

繰延税金資産(負債)の純額 △919 百万円  ― 百万円 
    

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳 

 ＜当事業年度＞  ＜前事業年度＞ 
法 定 実 効 税 率 41.8%  41.8% 
(調 整)    

交際費等永久に損金に算入されない項目  12.1%  12.0% 
受取配当金の益金不算入 △38.9%  △21.6% 
住 民 税 均 等 割 9.7%  8.3% 
評 価 性 引 当 額 △11.5%  1,023.4% 
税率変更による修正 － %  60.1% 
そ の 他 △3.5%  4.0% 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.7%  1,128.0% 
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役 員 の 異 動 
（平成 16 年 6 月 29 日付） 

 

１． 新任取締役候補（略歴下記） 

取 締 役          諏 訪 頼 久（現 当社海上機器事業部長） 

 

２． 退任予定取締役 

常 務 取 締 役          辻   捷 二（当社顧問に就任予定） 

 

 

記 

 
 
 

新任取締役候補の略歴             
 

 
諏 訪 頼 久（すわ・よりひさ） 
 生年月日   昭和 22 年 12 月 11 日 
 学  歴   昭和 45 年 3 月 大阪市立大学理学部卒業 
 職  歴   昭和 45 年 4 月 当社入社 
        平成 14 年 4 月 当社海上機器事業部長  現在に至る。 
 

 
 
 

以 上              
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